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平成２９年１２月 

育児・介護休業法については、このところ度重なって改正されていますが、もともと次世代育成支援と大いに

関連しています。特に平成２９年１０月に施行された改正育児・介護休業法では、努力義務ながら次世代育成支

援対策推進法（以下「次世代育成支援法」という。）の行動計画と大いに関連する部分があります。 

今回は、この育児・介護休業法改正の動きと次世代育成支援法、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律（以下「女性活躍推進法」という。）との関連性についてご紹介いたします。 

 

改正育児介護休業法と次世代法等 

 平成２９年１０月に施行された改正育児・介護休業法の具体的な改正ポイントは、次の３項目です。 

 

「育休最長２年」のほか、２つの努力義務が掲げられ、何をどうすべきなのか、対応に苦慮している企業も見ら

れます。改正法対応によって生じる職場への影響や他の社員への負担増が懸念されるところですが、次世代育成

支援法・女性活躍推進法の「一般事業主行動計画」との関連性があることにも留意して検討してみましょう。 

 

 



 

 

 

こうしたことから、当面「努力義務」とされている改正事項についても、一般事業主行動計画の一環として適

切な対応を進めていくことが望まれます。 

 また、育児休業はもちろんのこと、介護休業も親などの介護の負担を男女問わずに担うことにより、次世代育 

成支援のみならず女性活躍推進にも資するものであると言えます。 

＜平成２９年１０月に施行された改正育児・介護休業法の努力義務に関する規定例＞ 

 

 

 

 

＜個別相談の実施＞ 

次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「認定・認証の取得」などについて、ご要望をいただければ、次

世代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたします。お気軽にご連絡く

ださい。                           神奈川県経営者協会 TEL 045-671-7060 


